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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第94期 

第３四半期 
連結累計期間 

第95期 
第３四半期 

連結累計期間 
第94期 

会計期間 
自  平成26年４月１日 
至  平成26年12月31日 

自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日 

自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日 

営業収益 （百万円） 379,333 386,533 518,715 

経常利益 （百万円） 36,945 39,223 44,098 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

（百万円） 26,464 26,279 30,147 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 34,868 29,781 50,028 

純資産額 （百万円） 293,021 331,316 308,209 

総資産額 （百万円） 1,250,849 1,267,391 1,253,849 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 

（円） 36.69 36.45 41.80 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 23.1 25.8 24.3 

 

回次
第94期

第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自  平成26年10月１日
至  平成26年12月31日

自  平成27年10月１日
至  平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 11.71 12.08 

(注） １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており
ません。

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。
３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載してお
りません。

４ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計
期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

２【事業の内容】

   当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

 変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年12月31日）につきましては、流通業や不動産業などで増

収となったことから、営業収益は3,865億３千３百万円と、前年同期に比べ71億９千９百万円の増加（前年同期比

1.9％増）となりました。 

これに伴い、営業利益は425億１千９百万円と、前年同期に比べ22億１千７百万円の増加（前年同期比5.5％増）、

経常利益は392億２千３百万円と、前年同期に比べ22億７千７百万円の増加（前年同期比6.2％増）となりました。 

一方、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、特別利益の減少等により、262億７千９百万円と、前

年同期に比べ１億８千４百万円の減少（前年同期比0.7％減）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 運輸業

運輸業では、当社の鉄道事業や自動車運送事業におけるバス輸送のほか、江の島・鎌倉方面の観光輸送が好調に

推移いたしました。しかしながら、自動車運送事業において、前期に石油販売の営業を終了したほか、箱根大涌谷

周辺での火山活動の活発化に伴う影響を受けた箱根方面の観光輸送につきましては、昨年11月の噴火警戒レベル１

への引下げ以降、改善が見られたものの、箱根各社における輸送人員が減少いたしました。これらの結果、営業収

益は1,268億４千５百万円と、前年同期に比べ27億７千４百万円の減少（前年同期比2.1％減）となりました。 

一方、営業利益につきましては、当社の鉄道事業や自動車運送事業における費用の減少等により、264億２千５

百万円と、前年同期に比べ12億３千６百万円の増加（前年同期比4.9％増）となりました。 

(業種別営業成績表)

業種別

当第３四半期連結累計期間
（27．４．１～27．12．31）

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

鉄道事業 97,326 0.1

自動車運送事業 27,471 △4.1

タクシー事業 2,314 △0.5

航路事業 1,122 △31.6

索道業 618 △67.2

その他運輸業 841 △18.3

消去 △2,849 ―

営業収益計 126,845 △2.1
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(提出会社の鉄道事業運輸成績表)

種別 単位

当第３四半期連結累計期間
（27．４．１～27．12．31）

  対前年同期増減率（％）

営業日数 日 275 0.0

営業キロ キロ 120.5 0.0

客車走行キロ 千キロ 132,410 0.6

輸送人員

定期 千人 350,097 2.5

定期外 〃 215,483 2.1

計 〃 565,580 2.4

旅客運輸収入

定期 百万円 34,717 2.4

定期外 〃 51,832 0.6

計 〃 86,550 1.3

運輸雑収 〃 2,753 △0.2

運輸収入合計 〃 89,303 1.3

乗車効率 ％ 48.2 ―

(注） 乗車効率の算出方法
乗車効率＝延人キロ（駅間通過人員×駅間キロ程）／（客車走行キロ×平均定員）×100

② 流通業

流通業では、百貨店業において、新宿店での訪日外国人による免税売上の増加や、前期に実施した町田店の一部

フロアのリニューアル工事に伴う売場閉鎖の反動増があったことに加え、ストア業等においても増収となったこと

などから、営業収益は1,671億２千４百万円と、前年同期に比べ21億６千４百万円の増加（前年同期比1.3％増）と

なりました。 

これに伴い、営業利益につきましても、25億９千５百万円と、前年同期に比べ１億６百万円の増加（前年同期比

4.3％増）となりました。 

(業種別営業成績表)

業種別

当第３四半期連結累計期間
（27．４．１～27．12．31）

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

百貨店業

小田急百貨店新宿店 70,328 2.8

小田急百貨店町田店 27,641 1.7

小田急百貨店藤沢店 10,162 △4.0

その他 5,570 △0.6

計 113,702 1.7

ストア業等 58,909 0.4

消去 △5,487 ―

営業収益計 167,124 1.3
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③ 不動産業

不動産業では、住宅販売戸数が増加した不動産分譲業や、前期に開業した物件の賃料収入が寄与した不動産賃貸

業において増収となったことに加え、その他不動産業において、前期に子会社化したＵＤＳ㈱の売上が寄与したこ

となどから、営業収益は453億４千２百万円と、前年同期に比べ79億１千８百万円の増加（前年同期比21.2％増）

となりました。 

これに伴い、営業利益につきましても、91億４千１百万円と、前年同期に比べ12億３千３百万円の増加（前年同

期比15.6％増）となりました。 

(業種別営業成績表) 

業種別

当第３四半期連結累計期間
（27．４．１～27．12．31）

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

不動産分譲業 16,130 38.7

不動産賃貸業 30,164 2.3

その他 2,149 ―

消去 △3,101 ―

営業収益計 45,342 21.2

 

④ その他の事業

その他の事業では、箱根大涌谷周辺での火山活動の活発化に伴う影響を受けたリゾートホテル等において、昨年

11月の噴火警戒レベル１への引下げ以降、客室稼働率等に改善が見られたものの、減収となりました。一方、「ハ

イアット リージェンシー 東京」等のシティホテルにおいては、平均客室単価が上昇した宿泊部門を中心に好調に

推移したほか、レストラン飲食業においても増収となったことなどから、営業収益は730億２千３百万円と、前年

同期に比べ４億２千３百万円の増加（前年同期比0.6％増）となりました。 

しかしながら、営業利益につきましては、レストラン飲食業における費用の増加等により、42億３千５百万円

と、前年同期に比べ３億５千９百万円の減少（前年同期比7.8％減）となりました。 

(業種別営業成績表)

業種別

当第３四半期連結累計期間
（27．４．１～27．12．31）

営業収益（百万円） 対前年同期増減率（％）

ホテル業

ハイアット リージェンシー
東京

8,892 8.4

ホテルセンチュリー静岡 2,190 △0.1

小田急ホテルセンチュリー
サザンタワー 2,890 11.5

その他 6,860 △8.0

計 20,834 1.9

レストラン飲食業 16,058 0.6

旅行業 3,825 △21.7

ビル管理・メンテナンス業 13,958 3.1

その他 22,622 3.9

消去 △4,275 ―

営業収益計 73,023 0.6
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社グループでは、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めてお

り、その内容等は次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源泉

を十分に理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者

である必要があると考えております。 

公開会社である当社の株式については、株主及び投資家のみなさまによる自由な取引が認められている以上、当

社取締役会としては、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思によ

り決定されるべきであり、特定の者の大規模な買付けに応じて当社株式を売却するか否かは、最終的には当社株主

の判断に委ねられるべきものだと考えております。また、当社は、当社株式について大規模な買付けがなされる場

合であっても、これが当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを否定するものではありませ

ん。 

しかしながら、株式の大規模な買付けの中には、その目的等から見て重要な営業用資産を売却処分するなど企業

価値・株主共同の利益を損なうことが明白であるもの、買収に応じることを株主に強要するおそれがあるもの、買

収提案の内容や買収者自身について十分な情報を提供しないもの、被買収会社の取締役会が買収提案を検討し代替

案を株主に提供するための時間的余裕を与えないもの、被買収会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をも

たらすために買収者との協議・交渉を必要とするものなど、被買収会社の企業価値・株主共同の利益に資さないも

のも少なくありません。 

特に、当社の企業価値の源泉は、（ア）．安全輸送を担う技術と人材、（イ）．長年にわたって構築された沿線

エリアのお客さま・自治体等との信頼関係、（ウ）．（ア）、（イ）を基礎として長期間にわたり醸成されてきた

「小田急ブランド」にあると考えておりますが、当社株式の大規模な買付けを行う者は、当社の財務及び事業の内

容を理解するのは勿論のこと、かかる当社の企業価値の源泉に対する理解が必要不可欠です。かかる当社の企業価

値の源泉を理解したうえで、これらを中長期的に確保し、向上させることができなければ、当社の企業価値・株主

共同の利益は毀損されることになります。また、買収者からの大規模な買付けの提案を受けた際に、株主のみなさ

まが最善の選択を行うためには、当社の企業価値を構成する有形無形の要素を適切に把握するとともに、買収者の

属性、大規模な買付けの目的、買収者の当社の事業や経営についての意向、お客さま、取引先及び従業員等のステ

ークホルダーに対する対応方針等の買収者の情報も把握したうえで、大規模な買付けが当社の企業価値・株主共同

の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大規模な買付けが強行される場合

には、当社の企業価値・株主共同の利益が毀損される可能性があります。 

当社としては、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模な買付けを行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模な買付けに対しては必要かつ

相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えております。 

② 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み 

昭和２年４月に新宿～小田原間の営業を開始して以来、当社グループは、鉄道事業をはじめとする運輸業を基軸

に、長期的な視点にたち、小田急線沿線地域を中心として、流通、不動産、ホテル、レストランなど暮らしに密着

した様々な事業を営むとともに、沿線エリアの発展に寄与する様々な施策を実施することにより、企業価値・株主

共同の利益の持続的向上に努めてまいりました。当社グループは、「お客さまの“かけがえのない時間（とき）” 

と“ゆたかなくらし”の実現に貢献します。」という経営理念のもと、重要な経営課題に取り組むにあたっては、

当社グループの経営資源を最大限に活用し、資産収益性を向上させることが重要であることから、当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上のため、「グループ経営理念」及び「長期ビジョン2020」に示された事業成長の

方向性に従って、それぞれの役割を確実に実行し、グループの協働を通じて将来にわたるキャッシュ・フローを最

大化させ、企業価値の向上を目指します。 

また、当社におけるコーポレート・ガバナンスの強化については、重要な戦略を効率的かつ迅速に決定、実行し

ていく機能と、業務執行に対する監督機能の強化という点を重要課題として認識し、各種施策に取り組んでおりま

す。 
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③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み 

ア 当社株式の大規模買付行為に関する対応策の継続の目的 

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模な買付けを行う

者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。そして、こうした不

適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益

に反する大規模な買付けを抑止するためには、当社株式に対する大規模な買付けが行われる際に、当社取締役会が

株主のみなさまに代替案を提案したり、あるいは株主のみなさまがかかる大規模な買付けに応じるべきか否かを判

断するために必要な情報や時間を確保すること、株主のみなさまのために交渉を行うこと等を可能とする仕組みが

必要不可欠であると判断いたしました。 

イ 当社株式の大規模買付行為に関する対応策の概要 

当社は、平成24年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき「当社株式の大規模買付行為に関する対応策」（以

下「本プラン」といいます。）を継続いたしましたが、本プランの有効期間が平成27年６月26日開催の当社定時株

主総会（以下「同定時総会」といいます。）の終結の時までとされていたため、この本プランの失効に先立ち、平

成27年５月20日開催の取締役会及び同定時総会において、所要の修正を行った上で、本プランを継続することを決

定いたしました。なお、本プランの有効期間は、同定時総会終了後から平成30年３月期に係る当社定時株主総会の

終結時までです。 

本プランは、（ア）．当社が発行する株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付けその他

の取得、（イ）．当社が発行する株券等について、公開買付けを行う者の株券等所有割合及びその特別関係者の株

券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け、もしくは、（ウ）．上記（ア）又は（イ）に掲げる各行為がな

されたか否かにかかわらず、当社の特定株主グループが、当社の他の株主（複数である場合を含みます。以下、本

（ウ）において同じとします。）との間で、当該他の株主が当該特定株主グループに属する株主の共同保有者に該

当するに至るような合意その他の行為、又は当該特定株主グループと当該他の株主との間にその一方が他方を実質

的に支配しもしくはそれらの者が共同ないし協調して行動する関係を樹立する行為（ただし、当社が発行者である

株券等につき当該特定株主グループに属するすべての株主と当該他の株主との株券等保有割合の合計が20%以上と

なるような場合に限ります。）のいずれかに該当する買付けその他の取得もしくはこれに類似する行為又はこれら

の提案（以下、あわせて「大規模買付行為」といいます。）を適用対象としています。 

本プランでは、当社取締役会が、大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者等」といいます。）に

対して本プランに定める大規模買付情報の提供を要請し、当社社外取締役、当社社外監査役及び社外の有識者から

構成される独立委員会が当該大規模買付行為の内容の評価、検討等を行うための手続きを定めています。 

独立委員会は、（ア）．①大規模買付者等が本プランに定められた手続きを遵守せず、又は②大規模買付行為が

当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合等本プランに定められる要件に

該当すると独立委員会が判断し、かつ（イ）．独立委員会が当該大規模買付者等による権利行使は認められないと

の行使条件及び当社が当該大規模買付者等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項等

が付された新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）の無償割当てを実施することが相当であると判断し

た場合には、当社取締役会に対し、本新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います。当社取締役会

は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重し、会社法上の機関として、本新株予約権の無償割当ての実施又は不実施

に関する決議を行います。当社取締役会が本新株予約権の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約

権を当該決議によって定める全ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。 

④ 上記記載の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記②に記載した企業価値向上のための取組みやコーポレート・ガバナンスの充実・強化といった各施策は、当

社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上させるものであり、まさに基本方針の実現に資す

るものです。したがって、当該取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、また、

当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

また、上記③記載の取組みである本プランは、当社株券等に対する大規模買付行為が行われる場合に、当該大規

模買付行為に応じるべきか否かを株主のみなさまが判断することを可能とし、あるいは当社取締役会が代替案を提

案するために必要な情報や時間を確保し、株主のみなさまのために買付者等と協議・交渉等を行うこと等を可能と

することにより、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保、向上させるための枠組みであり、基本方針に沿うも

のであると考えております。 

さらに、本プランは、（ア）．経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益

の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則を充足し、また、株式会社東京証券取引所の「有

価証券上場規程」第440条に定められる買収防衛策の導入に係る尊重事項を全て充足していること、（イ）．株主

意思を重視するものであること、（ウ）．独立性の高い社外役員等のみから構成される独立委員会の判断が最大限

尊重されることとされており、かつその判断の概要については株主のみなさまに情報開示をすることとされている
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こと、（エ）．合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないように設定されていること、（オ）．第三者

専門家の意見の取得ができるものであること、（カ）．デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を

交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）やスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替を一

度に行うことができないため、その発動を防止するのに時間を要する買収防衛策）に該当しないこと等の理由か

ら、株主共同の利益を損なうものでなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えて

おります。 

 

本プランの内容の詳細等につきましては、平成27年５月20日付当社プレスリリース「当社株式の大規模買付行為

に関する対応策（買収防衛策）の継続について」をご参照ください。 

（当社ホームページ：http://www.odakyu.jp/ir/index.html） 

 

(3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,200,000,000

計 2,200,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株）

（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 736,995,435 736,995,435
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
1,000株であります。

計 736,995,435 736,995,435 ― ―

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高

（百万円）

平成27年12月31日 ― 736,995 ― 60,359 ― 23,863

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7) 【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】
（平成27年12月31日現在）

 
区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
普通株式

12,107,000
―

１⑴②「発行済株式」の
「内容」欄に記載のとお
りであります。

（相互保有株式）
普通株式

8,562,000
― 同上

完全議決権株式（その他）
普通株式

712,990,000
712,990 同上

単元未満株式
普通株式

3,336,435
― ―

発行済株式総数 736,995,435 ― ―

総株主の議決権 ― 712,990 ―

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ
9,000株（議決権９個）及び857株含まれております。

２ 「単元未満株式」には、自己株式666株及び相互保有株式（神奈川中央交通株式会社）32株が含まれておりま
す。

３ 「単元未満株式」には、株主名簿上は小田急不動産株式会社名義となっておりますが、実質的に保有していな
い株式が650株含まれております。
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② 【自己株式等】

（平成27年12月31日現在）
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）          

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目28
番12号

12,107,000 ― 12,107,000 1.64

（相互保有株式）          

神奈川中央交通株式会社
神奈川県平塚市八重咲町６番
18号 8,562,000 ― 8,562,000 1.16

計 ― 20,669,000 ― 20,669,000 2.80

(注) 小田急電鉄株式会社の自己名義所有株式12,107,000株については、この他にも実質的に所有していない株式が
1,000株（議決権１個）あります。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含
めて記載しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 19,466 25,756 

受取手形及び売掛金 22,488 23,634 

商品及び製品 9,665 10,540 

分譲土地建物 37,311 37,645 

仕掛品 1,310 1,569 

原材料及び貯蔵品 1,912 2,192 

その他 35,781 38,907 

貸倒引当金 △91 △84 

流動資産合計 127,843 140,162 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 474,468 466,890 

機械装置及び運搬具（純額） 48,295 45,923 

土地 431,905 432,354 

建設仮勘定 38,575 43,062 

その他（純額） 10,269 9,790 

有形固定資産合計 1,003,514 998,021 

無形固定資産    

のれん 1,205 1,168 

その他 12,887 12,495 

無形固定資産合計 14,092 13,663 

投資その他の資産    

投資有価証券 86,066 93,335 

その他 23,226 23,132 

貸倒引当金 △894 △923 

投資その他の資産合計 108,399 115,543 

固定資産合計 1,126,005 1,127,228 

資産合計 1,253,849 1,267,391 

 

- 13 -



 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 29,249 27,386 

短期借入金 191,228 181,355 

1年以内償還社債 45,000 50,000 

未払法人税等 8,431 4,030 

前受金 7,037 11,921 

賞与引当金 7,133 4,615 

商品券等引換引当金 740 746 

その他の引当金 79 77 

資産除去債務 36 0 

その他 93,457 88,626 

流動負債合計 382,394 368,759 

固定負債    

社債 145,000 140,000 

長期借入金 228,452 238,567 

鉄道・運輸機構長期未払金 110,963 105,923 

退職給付に係る負債 15,177 13,990 

資産除去債務 1,323 1,373 

受託工事長期前受金 5,572 8,808 

その他 56,755 58,651 

固定負債合計 563,245 567,315 

負債合計 945,639 936,075 

純資産の部    

株主資本    

資本金 60,359 60,359 

資本剰余金 58,535 58,536 

利益剰余金 151,126 170,911 

自己株式 △10,345 △10,464 

株主資本合計 259,677 279,342 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 38,894 42,747 

土地再評価差額金 578 557 

退職給付に係る調整累計額 5,382 4,477 

その他の包括利益累計額合計 44,855 47,782 

非支配株主持分 3,677 4,190 

純資産合計 308,209 331,316 

負債純資産合計 1,253,849 1,267,391 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業収益 379,333 386,533 

営業費    

運輸業等営業費及び売上原価 277,966 280,982 

販売費及び一般管理費 61,065 63,031 

営業費合計 339,031 344,013 

営業利益 40,301 42,519 

営業外収益    

受取利息 19 15 

受取配当金 1,261 1,386 

持分法による投資利益 1,023 1,439 

雑収入 1,694 1,318 

営業外収益合計 3,998 4,160 

営業外費用    

支払利息 6,344 6,021 

雑支出 1,010 1,434 

営業外費用合計 7,354 7,456 

経常利益 36,945 39,223 

特別利益    

固定資産売却益 232 123 

工事負担金等受入額 1,090 1,228 

特定都市鉄道整備準備金取崩額 3,525 － 

投資有価証券売却益 130 937 

関係会社株式売却益 1,150 318 

その他 247 68 

特別利益合計 6,375 2,676 

特別損失    

固定資産売却損 577 10 

固定資産圧縮損 1,026 1,220 

固定資産除却損 1,128 1,357 

その他 46 51 

特別損失合計 2,779 2,639 

税金等調整前四半期純利益 40,541 39,261 

法人税、住民税及び事業税 11,523 10,052 

法人税等調整額 2,158 2,376 

法人税等合計 13,682 12,429 

四半期純利益 26,858 26,831 

非支配株主に帰属する四半期純利益 394 552 

親会社株主に帰属する四半期純利益 26,464 26,279 
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 26,858 26,831 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,944 3,805 

土地再評価差額金 － 10 

退職給付に係る調整額 △167 △915 

持分法適用会社に対する持分相当額 232 49 

その他の包括利益合計 8,009 2,949 

四半期包括利益 34,868 29,781 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 34,460 29,237 

非支配株主に係る四半期包括利益 407 543 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及び

事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

(1）下記の借入金等に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

従業員住宅ローン 648百万円 532百万円

提携住宅ローン 546 18

計 1,195 551

(2）社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

第22回無担保社債 20,000百万円 20,000百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

減価償却費 34,399百万円 34,753百万円

のれん償却額 40 133

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 
定時株主総会

普通株式 2,900百万円 4円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年10月30日 
取締役会

普通株式 2,900百万円 4円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会

普通株式 3,262百万円 4円50銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年10月29日 
取締役会

普通株式 3,261百万円 4円50銭 平成27年９月30日 平成27年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  運輸業 流通業 不動産業 
その他の 
事業 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 

営業収益              

外部顧客への営業収益 127,387 163,011 33,185 55,748 379,333 － 379,333 

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 2,233 1,948 4,238 16,851 25,271 △25,271 － 

計 129,620 164,959 37,424 72,600 404,604 △25,271 379,333 

セグメント利益 25,189 2,488 7,908 4,595 40,180 120 40,301 

(注） １ 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、以下の事業セグメントを含 
んでおります。
ホテル業、レストラン飲食業、旅行業、ゴルフ場業、鉄道メンテナンス業、ビル管理・メンテナンス業、広告
代理業、園芸・造園業、経理代行業、保険代理業及び介護・保育業

２ セグメント利益の調整額120百万円は、セグメント間取引消去161百万円及びのれん償却額△40百万円でありま
す。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  運輸業 流通業 不動産業 
その他の 
事業 

（注）１ 
合計 調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 

営業収益              

外部顧客への営業収益 124,689 164,919 41,112 55,811 386,533 － 386,533 

セグメント間の内部営業収益 
又は振替高 2,156 2,204 4,230 17,212 25,802 △25,802 － 

計 126,845 167,124 45,342 73,023 412,336 △25,802 386,533 

セグメント利益 26,425 2,595 9,141 4,235 42,398 120 42,519 

(注） １ 「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、以下の事業セグメントを含 
んでおります。
ホテル業、レストラン飲食業、旅行業、ゴルフ場業、鉄道メンテナンス業、ビル管理・メンテナンス業、広告
代理業、園芸・造園業、経理代行業、保険代理業及び介護・保育業

２ セグメント利益の調整額120百万円は、セグメント間取引消去161百万円及びのれん償却額△40百万円でありま
す。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

- 18 -



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 36円69銭 36円45銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
26,464 26,279

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
26,464 26,279

普通株式の期中平均株式数（株） 721,215,834 721,046,739

(注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

平成27年12月16日開催の取締役会決議に基づき、次のとおり第70回無担保社債を発行いたしました。

(1）発行総額 金100億円

(2）発行利率 年0.12％

(3）払込期日 平成28年１月29日

(4）償還期限 平成31年１月25日

(5）資金使途 設備資金

 

 

２【その他】

平成27年10月29日開催の取締役会において、第95期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の中間配当につ

き、次のとおり決議いたしました。

 （1） 中間配当金の総額 3,261,994,960円

 （2） １株当たりの中間配当金 ４円50銭 

 （3） 支払請求権の効力発生日並びに支払開始日 平成27年12月４日

 

（注） 平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

小田急電鉄株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 大田原 吉 隆  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 成 田 智 弘  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 中 原 義 勝  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小田急電鉄株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小田急電鉄株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 


